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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　陰極、
　陽極、および
　前記陰極と前記陽極との間に形成された発光層を含んでおり、
　前記発光層が、ホスト発光体および式（Ｉ）で表される化合物であるゲスト発光体を含
有し、
　前記式（Ｉ）で表される化合物であるゲスト発光体の含有量が、前記発光層の総重量に
基づいて、１ｗｔ％～１０ｗｔ％である、有機エレクトロルミネセントデバイス。
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【化１】

［式（Ｉ）中、ＸおよびＹは、それぞれ独立に、水素原子、または５～１０の炭素原子数
を有するアリール基もしくはヘテロアリール基を表し、ＸおよびＹは同一でも異なってい
てもよい。Ａｒ１およびＡｒ２は、それぞれ独立に、水素原子、５～１２の炭素原子数を
有する非置換もしくは置換のアリール基を表す。］
【請求項２】
　前記式（Ｉ）で表される化合物であるゲスト発光体の含有量は、前記発光層の総重量に
基づいて、２ｗｔ％～６ｗｔ％である、請求項１に記載の有機エレクトロルミネセントデ
バイス。
【請求項３】
　前記式（Ｉ）で表される化合物であるゲスト発光体のＨＯＭＯ－ＬＵＭＯエネルギーギ
ャップ（ｅｎｅｒｇｙ　ｇａｐ）は、２．７～２．９ｅＶである、請求項１に記載の有機
エレクトロルミネセントデバイス。
【請求項４】
　第一正孔輸送層および第二正孔輸送層をさらに含んでおり、
　前記第一正孔輸送層が、前記発光層と前記陽極との間に形成され、第一正孔輸送材料を
含有し、
　前記第二正孔輸送層が、前記発光層と前記第一正孔輸送層との間に形成され、第二正孔
輸送材料を含有する、請求項１に記載の有機エレクトロルミネセントデバイス。
【請求項５】
　前記第一正孔輸送材料のＨＯＭＯエネルギー準位は、５．１～５．２９ｅＶであり、前
記第二正孔輸送材料のＨＯＭＯエネルギー準位は、５．３～５．７ｅＶであり、前記ホス
ト発光体のＨＯＭＯエネルギー準位は、５．７～５．９ｅＶである、請求項４に記載の有
機エレクトロルミネセントデバイス。
【請求項６】
　前記陰極の上に設けられたキャッピング層をさらに含む、請求項１に記載の有機エレク
トロルミネセントデバイス。
【請求項７】
　正孔注入層、電子輸送層、電子注入層、正孔ブロック層および電子ブロック層からなる
群から選ばれる少なくとも一つの層をさらに含む、請求項１に記載の有機エレクトロルミ
ネセントデバイス。
【請求項８】
　前記ホスト発光体が蛍光発射体である、請求項１に記載の有機エレクトロルミネセント
デバイス。
【請求項９】
　青色蛍光を発射する、請求項１に記載の有機エレクトロルミネセントデバイス。
【請求項１０】
　白光を発射する有機エレクトロルミネセント装置に使用される、請求項１に記載の有機
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エレクトロルミネセントデバイス。
【請求項１１】
　前記式（Ｉ）で表される化合物において、前記５～１０の炭素原子数を有するアリール
基が、フェニル基またはナフチル基である、請求項１に記載の有機エレクトロルミネセン
トデバイス。
【請求項１２】
　前記式（Ｉ）で表される化合物において、前記５～１０の炭素原子数を有するヘテロア
リール基が、ピリジン基または
【化２】

である、請求項１に記載の有機エレクトロルミネセントデバイス。
【請求項１３】
　前記式（Ｉ）で表される化合物において、前記Ａｒ１およびＡｒ２は、それぞれ独立に
、水素原子またはフェニル基を表す、請求項１に記載の有機エレクトロルミネセントデバ
イス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機エレクトロルミネセントデバイスに関し、具体的には、縮合環構造を有
するゲスト発光体の純青色有機エレクトロルミネセントデバイスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機エレクトロルミネセントデバイス（Ｏｒｇａｎｉｃ　ｌｉｇｈｔ－ｅｍｉｔｔｉｎ
ｇ　ｄｅｖｉｃｅｓ；以下、ＯＬＥＤとも略す）は、自発光、低い駆動電圧、高い効率、
高い輝度、軽さ、薄さ、および広い色域等の特性を有し、ディスプレーや照明の用途に適
用できるため、近年注目されている。
【０００３】
　一般的には、有機エレクトロルミネセントデバイスは、真空蒸着法またはコーティング
法により順次に沈着された陽極、正孔輸送層、発光層、電子輸送層および陰極を含む。有
機エレクトロルミネセントデバイスに電圧を印加すると、陽極に正孔が注入され、陰極に
電子が注入され、（複数の）有機層に入る。注入した正孔は正孔輸送層を介して発光層に
移行し、電子は電子輸送層を介して発光層に移行する。発光層において、電子と正孔が結
合してエキシトン（ｅｘｃｉｔｏｎ）が生成される。エキシトンが発光メカニズムを通じ
て緩和して光を発射する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】台湾特許第Ｉ５０７３９６号公報
【特許文献１】米国特許第５８４４３６３号公報
【特許文献２】米国特許公開２００３０２３０９８０号公報
【特許文献３】米国特許第５７０３４３６号公報
【特許文献４】米国特許第５７０７７４５号公報
【特許文献５】米国特許第６０９７１４７号公報
【特許文献６】米国特許公開２００４０１７４１１６号公報
【特許文献７】米国特許第５２４７１９０号公報
【特許文献８】米国特許第６０１３９８２号公報
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【特許文献９】米国特許第６０８７１９６号公報
【特許文献１０】米国特許第６３３７１０２号公報
【特許文献１１】米国特許第１０／２３３４７０号公報
【特許文献１２】米国特許第６２９４３９８号公報
【特許文献１３】米国特許第６４６８８１９号公報
【非特許文献】
【０００５】
【非特許文献１】米国化学会誌（Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｃｈｅｍｉ
ｃａｌ　Ｓｏｃｉｅｔｙ　１９４９，ｖｏｌ．７１（６），ｐ．１９１７）
【非特許文献２】ナノ科学とナノテクノロジーとの学術誌（Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｎａ
ｎｏｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｎａｎｏｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　２００８，ｖｏｌ．８（
９），ｐ．４７８７）
【非特許文献３】Ｓｙｎｌｅｔｔ　２００６，１３，ｐ．２０３５
【非特許文献４】新化学学術誌（Ｎｅｗ　Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，
２０１０，３４，ｐ．２７３９）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　現在のＯＬＥＤにおいて、赤光、黄光および緑光デバイスの発光材料では、いずれも燐
光発光のゲスト発光体材料を主体としており、また、青光デバイスでは、青色燐光は寿命
が劣れて光色が不純であるという問題があるため、現時点はまだ蛍光のゲスト発光体材料
を主体としているので、ＯＬＥＤ材料業者にとって、デバイス寿命を伸ばしながら高い性
能を維持できる青色蛍光有機エレクトロルミネセントデバイスの開発が課題である。
【０００７】
　本発明は、長いデバイス寿命、低い駆動電圧および高い光色純度を有する青色蛍光有機
エレクトロルミネセントデバイスを提供することを一つの目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、
　陰極、陽極、および前記陰極と前記陽極との間に形成された発光層を含んでおり、
　前記発光層が、ホスト発光体および式（Ｉ）で表される化合物であるゲスト発光体を含
有し、
　前記式（Ｉ）で表される化合物であるゲスト発光体の含有量が、前記発光層の総重量に
基づいて、１ｗｔ％～１０ｗｔ％である、有機エレクトロルミネセントデバイスを提供す
る。
【０００９】
【化１】

［式（Ｉ）中、ＸおよびＹは、それぞれ独立に、水素原子、または５～１０の炭素原子数
を有するアリール基もしくはヘテロアリール基を表し、ＸおよびＹは同一でも異なってい
てもよい。Ａｒ１およびＡｒ２は、それぞれ独立に、水素原子、５～１２の炭素原子数を
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有する非置換もしくは置換のアリール基を表す、またはＡｒ１およびＡｒ２はそれらに結
合する炭素原子と一緒に縮合芳香族環系（ｆｕｓｅｄ　ａｒｏｍａｔｉｃ　ｒｉｎｇ　ｓ
ｙｓｔｅｍ）を形成する。］
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、長いデバイス寿命、低い駆動電圧および高い光色純度を有する青色蛍
光有機エレクトロルミネセントデバイスを提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の有機エレクトロルミネセントデバイスの一つの実施態様の断面模式図で
ある。
【図２】本発明の有機エレクトロルミネセントデバイスのもう一つの実施態様の断面模式
図である。
【図３】本発明の青色蛍光有機エレクトロルミネセントデバイスの発光スペクトルである
。
【図４】本発明のもう一つの青色蛍光有機エレクトロルミネセントデバイスの発光スペク
トルである。
【図５】本発明のトップエミッション型の青色蛍光有機エレクトロルミネセントデバイス
の発光スペクトルである。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、当業者が本発明の明細書に開示されている利点および効果を容易に理解するよう
に、好ましい実施態様によって本発明を詳細に説明する。
【００１３】
　本明細書に記載された範囲と開示された数値は、いずれも含有して併合することができ
る。例を挙げれば、任意の数値、例えば、一つの整数または数値が本明細書に記載された
範囲に入ると、その数値を下限値または上限値としてより狭い範囲を導出できる。また、
本明細書に例示された基、例えば、Ｘ、Ｙ、Ａｒ１およびＡｒ２に属する基または置換基
は、いずれも他の基と共に式（Ｉ）に併合できる。
【００１４】
　本発明に係る有機エレクトロルミネセントデバイスは、陰極、陽極、および陰極と陽極
との間に形成された発光層を含み、発光層が、ホスト発光体および式（Ｉ）で表される化
合物であるゲスト発光体を含有し、式（Ｉ）で表される化合物であるゲスト発光体の含有
量が、発光層の総重量に基づいて、１ｗｔ％～１０ｗｔ％である。
【００１５】
【化２】

　式（Ｉ）中、ＸおよびＹは、それぞれ独立に、水素原子、または５～１０の炭素原子数
を有するアリール基もしくはヘテロアリール基を表し、ＸおよびＹは同一でも異なってい
てもよい。Ａｒ１およびＡｒ２は、それぞれ独立に、水素原子、５～１２の炭素原子数を
有する非置換もしくは置換のアリール基を表す、またはＡｒ１およびＡｒ２はそれらに結
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合する炭素原子と一緒に縮合芳香族環系（ｆｕｓｅｄ　ａｒｏｍａｔｉｃ　ｒｉｎｇ　ｓ
ｙｓｔｅｍ）を形成する。
【００１６】
　一つの具体的な実施態様において、前記５～１０の炭素原子数を有するアリール基は、
フェニル基またはナフチル基である。また、ＸまたはＹは、フェニル基またはナフチル基
であってもよく、Ｘがフェニル基またはナフチル基である場合、式（Ｉ）中、Ｙ、Ａｒ１

およびＡｒ２は明細書における他の箇所に記載されたものを選択してもよく、Ｙがフェニ
ル基またはナフチル基である場合、式（Ｉ）中、Ｘ、Ａｒ１およびＡｒ２は明細書におけ
る他の箇所に記載されたものを選択してもよい。
【００１７】
　もう一つの実施態様において、前記５～１０の炭素原子数を有するヘテロアリール基は
、ピリジン基または
【化３】

である。前記ピリジン基の結合位置は、ピリジン基の２、３または４位であってもよい。
また、ＸまたはＹは、ピリジン基または

【化４】

であってもよく、Ｘがピリジン基または
【化５】

である場合、式（Ｉ）中、Ｙ、Ａｒ１およびＡｒ２は、明細書における他の箇所に記載さ
れたものを選択してもよく、Ｙがピリジン基または

【化６】

である場合、式（Ｉ）中、Ｘ、Ａｒ１およびＡｒ２は、明細書における他の箇所に記載さ
れたものを選択してもよい。
【００１８】
　一つの具体的な実施態様において、前記Ａｒ１およびＡｒ２は、それぞれ独立に、水素
原子、フェニル基を表す、またはＡｒ１およびＡｒ２はそれらに結合する炭素原子と一緒
に縮合ベンゼン環を形成する。例えば、Ａｒ１は、水素原子、フェニル基を表す、または
Ａｒ１およびＡｒ２はそれらに結合する炭素原子と一緒に縮合ベンゼン環を形成する場合
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Ａｒ２は、水素原子、フェニル基を表す、またはＡｒ１およびＡｒ２はそれらに結合する
炭素原子と一緒に縮合ベンゼン環を形成する場合、Ｘ、ＹおよびＡｒ１は、明細書におけ
る他の箇所に記載されたものを選択してもよい。
【００１９】
　前記式（Ｉ）で表される化合物の好ましい実施態様は、下記のＡ～Ｌで表される化合物
から選ばれるが、これらに限定されない。
【００２０】
【化７】

【００２１】
【化８】

【００２２】
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【００２３】
　それぞれのアリールで置換されたベンゾフルオランテン（ａｒｙｌ　ｓｕｂｓｔｉｔｕ
ｔｅｄ　ｂｅｎｚｏｆｌｕｏｒａｎｔｈｅｎｅ）は、例えば、米国化学会誌（Ｊｏｕｒｎ
ａｌ　ｏｆ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｓｏｃｉｅｔｙ　１９４９，ｖｏｌ
．７１（６），ｐ．１９１７）、およびナノ科学とナノテクノロジーとの学術誌（Ｊｏｕ
ｒｎａｌ　ｏｆ　Ｎａｎｏｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｎａｎｏｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　２
００８，ｖｏｌ．８（９），ｐ．４７８７）等の文献に記載された方法を参考にして製作
できる。ベンゾフルオランテンを製作するための出発材料である対称１，３－ジアリール
イソベンゾフラン（ｓｙｍｍｅｔｒｉｃａｌ　１，３－ｄｉａｒｙｌｉｓｏｂｅｎｚｏｆ
ｕｒａｎ）は、Ｓｙｎｌｅｔｔ　２００６，１３，ｐ．２０３５に開示された工程に準じ
て製作できる。前記材料は、後で種々の文献に開示された工程により、アリールで置換さ
れたベンゾフルオランテンのブロモ類似化合物（ｂｒｏｍｏ　ａｎａｌｏｇｕｅｓ　ｏｆ
　ａｒｙｌ　ｓｕｂｓｔｉｔｕｔｅｄ　ｂｅｎｚｏｆｌｕｏｒａｎｔｈｅｎｅ）に転化で
きる。
【００２４】
　下記のスキームのように、ブロモフルオランテンと（４－（１－フェニル－１Ｈ－ベン
ゾ［ｄ］イミダゾール－２－イル）フェニル）ボロン酸との鈴木カップリング反応（Ｓｕ
ｚｕｋｉ　ｃｏｕｐｌｉｎｇ　ｒｅａｃｔｉｏｎ）を採用することにより、式（Ｉ）で表
される化合物を合成する。
【００２５】
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【化１０】

【００２６】
　一つの具体的な実施態様において、本発明の有機エレクトロルミネセントデバイスにお
ける発光層の総重量に基づいて、前記式（Ｉ）で表される化合物の含有量は、１ｗｔ％～
１０ｗｔ％、または２ｗｔ％～６ｗｔ％である。例えば、前記発光層の総重量に基づいて
、前記式（Ｉ）で表される化合物の含有量は、１ｗｔ％、２ｗｔ％、３ｗｔ％、４ｗｔ％
、５ｗｔ％、６ｗｔ％、７ｗｔ％、８ｗｔ％、９ｗｔ％または１０ｗｔ％である。
【００２７】
　一つの具体的な実施態様において、前記式（Ｉ）で表される化合物のＨＯＭＯ－ＬＵＭ
Ｏエネルギーギャップ（ｅｎｅｒｇｙ　ｇａｐ）は、２．７～２．９ｅＶである。例えば
、前記式（Ｉ）で表される化合物のＨＯＭＯ－ＬＵＭＯエネルギーギャップは、２．７ｅ
Ｖ、２．７１ｅＶ、２．７５ｅＶ、２．８１ｅＶ、２．８５ｅＶまたは２．９ｅＶである
。
【００２８】
　もう一つの実施態様において、前記有機エレクトロルミネセントデバイスは、第一正孔
輸送層および第二正孔輸送層をさらに含んでおり、前記第一正孔輸送層は、前記発光層と
前記陽極との間に形成され、第一正孔輸送材料を含有し、前記第二正孔輸送層は、前記発
光層と前記第一正孔輸送層との間に形成され、第二正孔輸送材料を含有する。前記第一正
孔輸送材料のＨＯＭＯエネルギー準位は、５．１～５．２９ｅＶであり、例えば、５．１
ｅＶ、５．２ｅＶ、５．１４ｅＶ、５．１６ｅＶ、５．１８ｅＶ、５．２ｅＶ、５．２２
ｅＶ、５．２４ｅＶ、５．２６ｅＶ、５．２８ｅＶおよび５．２９ｅＶである。前記第二
正孔輸送材料のＨＯＭＯエネルギー準位は、５．３～５．７ｅＶであり、例えば、５．３
ｅＶ、５．３１ｅＶ、５．３３ｅＶ、５．３５ｅＶ、５．３７ｅＶ、５．３９ｅＶ～５．
６１ｅＶ、５．６３ｅＶ、５．６５ｅＶ、５．６９ｅＶおよび５．７ｅＶである。前記ホ
スト発光体のＨＯＭＯエネルギー準位は、５．７～５．９ｅＶであり、例えば、５．７ｅ
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Ｖ、５．７２ｅＶ、５．７４ｅＶ、５．７６ｅＶ、５．７８ｅＶ、５．８ｅＶ、５．８２
ｅＶ、５．８４ｅＶ、５．８６ｅＶ、５．８８ｅＶおよび５．９ｅＶである。
【００２９】
　もう一つの実施態様において、前記有機エレクトロルミネセントデバイスは、前記陰極
の上に設けられたキャッピング層（ｃａｐｐｉｎｇ　ｌａｙｅｒ）をさらに含む。
【００３０】
　もう一つの実施態様において、前記有機エレクトロルミネセントデバイスの発光層にお
けるホスト発光体は、蛍光発射体である。
【００３１】
　本発明の有機エレクトロルミネセントデバイスは、ホスト発光体および式（Ｉ）で表さ
れる化合物を含有する発光層のほかに、基板の上に設けられた陽極と陰極との間に形成さ
れた少なくとも一つの有機層をさらに含む。前記有機層は、正孔注入層、電子輸送層、電
子注入層、正孔ブロック層および電子ブロック層からなる群から選ばれる少なくとも一つ
の層であってもよい。
【００３２】
　図面を参照しながら本発明の有機エレクトロルミネセントデバイスの構造を説明する。
【００３３】
　図１は、本発明の有機エレクトロルミネセントデバイスの一つの実施態様の断面模式図
である。有機エレクトロルミネセントデバイス１００は、基板１１０、陽極１２０、正孔
注入層１３０、第一正孔輸送層１４０、第二正孔輸送層１４５、発光層１５０、電子輸送
層１６０、電子注入層１７０および陰極１８０を含む。有機エレクトロルミネセントデバ
イス１００は、上記の各層を順次に沈着することにより作製できる。
【００３４】
　図２は、本発明の有機エレクトロルミネセントデバイスのもう一つの実施態様の断面模
式図である。図２に示す有機エレクトロルミネセントデバイス２００は、図１のものと似
ており、基板２１０、陽極２２０、正孔注入層２３０、第一正孔輸送層２４０、第二正孔
輸送層２４５、発光層２５０、電子輸送層２６０、電子注入層２７０、陰極２８０および
キャッピング層２９０を含んでいるが、図１との違いは、キャッピング層２９０が陰極２
８０の上に設けられていることである。
【００３５】
　また、図１および図２に示すデバイスの逆構造（ｒｅｖｅｒｓｅ　ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ
）に基づいて、有機エレクトロルミネセントデバイスを製造できる。これらの逆構造にお
いては、必要に応じて、一層または複数層を増減してもよい。
【００３６】
　正孔注入層、正孔輸送層、電子ブロック層、正孔ブロック層、発光層、電子注入層およ
びキャッピング層に適用される材料は、公知の材料を選択してもよい。例えば、電子輸送
層を形成する電子輸送材料は、発光層を形成する材料と異なり、正孔を輸送する性質を持
つため、電子輸送層において正孔を移行させ、発光層と電子輸送層との解離エネルギーの
差によるキャリア蓄積を防止する。
【００３７】
　また、
【表１】

（以下、e-Ray Optoelectronics Technology社と記載する）による台湾特許第Ｉ５０７３
９６号公報に開示された式（Ｉ）で表される化合物は、本発明に引用される。しかしなが
ら、上記特許の実施例では、当該式（Ｉ）で表される化合物は電子輸送層のみに使用され
、発光層に使用されていない。
【００３８】
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　さらに、米国特許第５８４４３６３号公報には、陽極が結合されたフレキシブル透明基
板が開示されており、その全ての内容は本発明に引用される。例えば、米国特許公開２０
０３０２３０９８０号公報に例示されたｐ型ドープの正孔輸送層は、モル比５０：１で、
ｍ－ＭＴＤＡＴＡにＦ４－ＴＣＮＱをドープし、その全ての内容は本発明に引用される。
例えば、米国特許公開２００３０２３０９８０号公報に例示されたｎ型ドープの電子輸送
層は、モル比１：１で、ＢＰｈｅｎにリチウムをドープし、その全ての内容は本発明に引
用される。例えば、米国特許第５７０３４３６号公報および米国特許第５７０７７４５号
公報に例示された陰極に関する全ての内容は本発明に引用され、この陰極は、金属薄層（
例えば、マグネシウム／銀（Ｍｇ：Ａｇ））、およびスパッタリングで沈着して金属薄層
を覆う透明導電層（ＩＴＯ　Ｌａｙｅｒ）を有する。米国特許第６０９７１４７号公報お
よび米国特許公開２００３０２３０９８０号公報に開示された各ブロック層の応用および
原理は、その全ての内容が本発明に引用される。米国特許公開２００４０１７４１１６号
公報に例示された注入層および同出願に説明された保護層は、その全ての内容が本発明に
引用される。
【００３９】
　特に説明されていない構造および材料も本発明に適用でき、例えば、米国特許第５２４
７１９０号公報に開示されたポリマー材料（ＰＬＥＤｓ）を含む有機エレクトロルミネセ
ントデバイスは、その全ての内容が本発明に引用される。また、例えば、米国特許第５７
０７７４５号公報に開示された堆積して形成された有機エレクトロルミネセントデバイス
は、その全内容が本発明に引用される。
【００４０】
　特に明記しない限り、異なる実施態様における任意の層は、任意の適宜な方法により沈
着して形成できる。有機層に関して、好ましい方法としては、例えば、米国特許第６０１
３９８２号公報および米国特許第６０８７１９６号公報に開示された熱蒸着法およびイン
クジェット印刷法（その全ての内容は本発明に引用される）、米国特許第６３３７１０２
号公報に開示された有機気相沈着法（ｏｒｇａｎｉｃ　ｖａｐｏｒ　ｐｈａｓｅ　ｄｅｐ
ｏｓｉｔｉｏｎ；すなわち、ＯＶＰＤ）（その全内容は本発明に引用される）、米国特許
第１０／２３３４７０号公報に開示された有機気相インクジェット印刷沈着法（ｄｅｐｏ
ｓｉｔｉｏｎ　ｂｙ　ｏｒｇａｎｉｃ　ｖａｐｏｒ　ｊｅｔ　ｐｒｉｎｔｉｎｇ；すなわ
ち、ＯＶＪＰ）（その全内容は本発明に引用される）を含む。他の適宜な方法は、スピン
コーティング、および溶液に基づいたプロセスを含む。溶液に基づいたプロセスは、好ま
しくは窒素ガスまたは不活性ガス雰囲気で行う。他の層に関して、好ましい方法としては
、熱蒸着法を含む。好ましいパターニング方法は、例えば、米国特許第６２９４３９８号
公報および米国特許第６４６８８１９号公報に開示されたマスクを介して沈着して冷間圧
接するプロセス、およびインクジェット印刷または有機気相インクジェット印刷沈着とパ
ターニングとを組み合わせたプロセスを含み、その全内容は本発明に引用される。当然な
がら、他の方法も使用できる。沈着用の材料は、使用する沈着方法に対応するように調整
することができる。
【００４１】
　前記式（Ｉ）で表される化合物は、真空蒸着またはスピンコーティング法により、有機
エレクトロルミネセントデバイス用の非晶性フィルムを製作できる。前記化合物をいずれ
か一つの前記有機層に使用すると、高い発光効率および低い駆動電圧で、長い使用寿命お
よび好ましい熱安定性を示す。
【００４２】
　本発明の有機エレクトロルミネセントデバイスは、単一のデバイスに適用でき、その構
造は、アレイ配置またはアレイＸ－Ｙ座標に陰極と陽極の両極が設けられたデバイスであ
る。公知の青光デバイスと比べて、本発明は、青色蛍光有機エレクトロルミネセントデバ
イスの寿命、光色純度を有意に向上させ、駆動電圧を低下させることができる。また、本
発明の有機エレクトロルミネセントデバイスは、フルカラーまたはマルチカラー表示パネ
ルに適用でき、好ましい性能を実現でき、白光を発射できる。
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【実施例】
【００４３】
　以下、実施例によって、本発明の多くの性質および効果を詳細に説明する。これらの実
施例は、本発明の性質を説明するためのものだけであって、本発明はこれらの実施例に限
定されるものではない。
【００４４】
合成例１（化合物Ｃの合成）
　３－ブロモ－７，８，９，１０－テトラフェニルフルオランテン（３－ｂｒｏｍｏ－７
，８，９，１０－ｔｅｔｒａｐｈｅｎｙｌｆｌｕｏｒａｎｔｈｅｎｅ）は、新化学学術誌
（Ｎｅｗ　Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，２０１０，３４，ｐ．２７３９
）に開示された工程に準じて合成した。
　２０ｇの３－ブロモ－７，８，９，１０－テトラフェニルフルオランテン、１２．８８
ｇの（４－（１－フェニル－１Ｈ－ベンゾ［ｄ］イミダゾール－２－イル）フェニル）ボ
ロン酸、１．９７ｇのテトラキス（トリフェニルホスフィン）パラジウム、３００ｍｌの
トルエン、１５０ｍｌのエタノールおよび５９．８ｍｌの２Ｍ炭酸カリウム水溶液を加え
、１６時間還流した。水で焼入れ反応を行い、塩水でトルエン層を洗浄、除去し、無水硫
酸ナトリウムで乾燥し、溶剤を減圧除去して、淡黄色固体として１４．６ｇの１－フェニ
ル－２－（４－（７，８，９，１０－テトラフェニルフルオランテン－３－イル）フェニ
ル）－１Ｈ－ベンゾ［ｄ］イミダゾールである化合物Ｃ（１－ｐｈｅｎｙｌ－２－（４－
（７，８，９，１０－ｔｅｔｒａｐｈｅｎｙｌｆｌｕｏｒａｎｔｈｅｎ－３－ｙｌ）ｐｈ
ｅｎｙｌ）－１Ｈ－ｂｅｎｚｏ［ｄ］ｉｍｉｄａｚｏｌｅ，Ｃｏｍｐｏｕｎｄ　Ｃ）を得
た。
　１Ｈ　ＮＭＲ（ＣＤＣｌ３，δ）：　７．９０－７．９６（ｍ，２Ｈ），７．８０（ｍ
，２Ｈ），７．７０（ｍ，２Ｈ），７．５８（ｓ，１Ｈ），７．４６－７．５５（ｍ，１
２Ｈ），７．３０－７．３２（ｍ，１３Ｈ），７．２２－７．２６（ｍ，６Ｈ）。
【００４５】
実施例１　青色蛍光有機エレクトロルミネセントデバイスの製造
　基板を蒸着システムに設置して使用する前に、予め溶剤および紫外線オゾンで基板を洗
浄して脱脂を行った。その後、基板を真空蒸着室に搬送し、基板の上部に全ての層を沈着
した。図１に示す各層は、加熱された蒸着ボート（ｂｏａｔ）により、約１０－６トルの
真空度で、以下の順で沈着した。
ａ）酸化インジウムスズ層（ＩＴＯ）、厚さ１１００Å。
ｂ）正孔注入層、厚さ２００Å、ＨＩ。
ｃ）正孔輸送層、厚さ１５００Å、ＨＴ。
ｄ）第二正孔輸送層、厚さ１００Å、ＨＴ２。
ｅ）発光層、厚さ２５０Å、ホスト発光体ＢＨとその中にドープした４重量％のゲスト発
光体である化合物Ｃ（ＢＨは台湾e-Ray Optoelectronics Technology社製の商品名）とを
含む。
ｆ）電子輸送層、厚さ２００Å、５０重量％のキノリンリチウム（Ｌｉｑ）をドープした
化合物ＥＴを含む。
ｇ）電子注入層、厚さ１０Å、フッ化リチウム（ＬｉＦ）。
ｈ）陰極、厚さ約１５００Å、Ａｌ。
【００４６】
　実施例１のデバイス構造は、ＩＴＯ／ＨＩ／ＨＴ／ＨＴ２／化合物Ｃ：ＢＨ／Ｌｉｑ：
ＥＴ／ＬｉＦ／Ａｌで示されてもよい。
【００４７】
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【化１１】

【００４８】
　上記各層を沈着して形成した後、前記デバイスを沈着室から乾燥箱に搬送し、直ちにＵ
Ｖ硬化性エポキシ樹脂と、吸湿剤を含むガラス蓋板とで封止した。前記有機エレクトロル
ミネセントデバイスは、９ｍｍ２の発光区域を有した。
【００４９】
　製造された有機エレクトロルミネセントデバイスのエレクトロルミネセント性質は、い
ずれも定電流源（ＫＥＩＴＨＬＥＹ　２４００　Ｓｏｕｒｃｅ　Ｍｅｔｅｒ，ｍａｄｅ　
ｂｙ　Ｋｅｉｔｈｌｅｙ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ，Ｉｎｃ．，Ｃｌｅｖｅｌａｎｄ，Ｏ
ｈｉｏ）および光度計（ＰＨＯＴＯ　ＲＥＳＥＡＲＣＨ　ＳｐｅｃｔｒａＳｃａｎ　ＰＲ
　６５０，ｍａｄｅ　ｂｙ　Ｐｈｏｔｏ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ，Ｉｎｃ．，Ｃｈａｔｓｗｏ
ｒｔｈ，Ｃａｌｉｆ．）を使用し、室温で測定した。
【００５０】
　デバイスの使用寿命（安定性とも称す）は、定電流駆動で、室温および異なる初期光度
における発光層の光色によって、試験を行った。光色は、国際照明委員会が定めたＣＩＥ
坐標で示した。
【００５１】
　外部電源に繋がった後、前記有機エレクトロルミネセントデバイスを、直流電圧で動作
させ、その発光性質を下記表１のように確認した。前記有機エレクトロルミネセントデバ
イスの発光スペクトルは、図３に示されたように、前記有機エレクトロルミネセントデバ
イスは純青色光を発射した。
【００５２】
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【表２】

【００５３】
実施例２　青色蛍光有機エレクトロルミネセントデバイスの製造
　実施例１において、電子輸送材料ＥＴの代わりにＥＴ２（ＥＴ２はe-Ray Optoelectron
ics Technology社製の商品名）を用いた以外、実施例１と同じ層構造を有した。実施例２
のデバイス構造は、ＩＴＯ／ＨＩ／ＨＴ／ＨＴ２／化合物Ｃ：ＢＨ／Ｌｉｑ：ＥＴ２／Ｌ
ｉＦ／Ａｌで示されてもよい。
　外部電源に繋がった後、前記有機エレクトロルミネセントデバイスを、直流電圧で動作
させ、その発光性質を下記表２のように確認した。前記有機エレクトロルミネセントデバ
イスの発光スペクトルは、図４に示されたように、前記有機エレクトロルミネセントデバ
イスは純青色光を発射した。
【００５４】
【表３】

【００５５】
実施例３　トップエミッション型の青色蛍光有機エレクトロルミネセントデバイスの製造
　基板を蒸着システムに設置して使用する前に、予め溶剤および紫外線オゾンで基板を洗
浄して脱脂を行った。その後、基板を真空蒸着室に搬送し、基板の上部に全ての層を沈着
した。図２に示す各層は、加熱された蒸着ボート（ｂｏａｔ）により、約１０－６トルの
真空度で、以下の順で沈着した。
ａ）酸化インジウムスズ層（ＩＴＯ）、厚さ１１００Å。
ｂ）銀（Ａｇ）、厚さ２１００Å。
ｃ）正孔注入層、厚さ５０Å、ＨＩ。
ｄ）正孔輸送層、厚さ１３００Å、ＨＴ。
ｅ）第二正孔輸送層、厚さ１００Å、ＨＴ２。
ｆ）発光層、厚さ２５０Å、ホスト発光体ＢＨとその中にドープした４重量％のゲスト発
光体である化合物Ｃとを含む。
ｇ）電子輸送層、厚さ３００Å、５０重量％のキノリンリチウム（Ｌｉｑ）をドープした
化合物ＥＴを含む。
ｈ）陰極、厚さ約２００Å、Ｍｇ：Ａｇを含む。
ｉ）キャッピング層、厚さ６００Å、ＣＰ。
【００５６】
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【化１２】

【００５７】
　実施例３のデバイス構造は、ＩＴＯ／Ａｇ／ＨＩ／ＨＴ／ＨＴ２／化合物Ｃ：ＢＨ／Ｌ
ｉｑ：ＥＴ／Ｍｇ：Ａｇ／ＣＰで示されてもよい。
【００５８】
　外部電源に繋がった後、前記有機エレクトロルミネセントデバイスを、直流電圧で動作
させ、その発光性質を下記表３のように確認した。前記有機エレクトロルミネセントデバ
イスの発光スペクトルは、図５に示されたように、前記有機エレクトロルミネセントデバ
イスは、純青色光を発射した。
【００５９】
【表４】

【００６０】
　発光層にドープするゲスト発光体として、公知の化合物（本発明の式（Ｉ）で表される
化合物ではないもの）のみを使用し、実施例１～３の有機エレクトロルミネセントデバイ
スの層構造で製造すれば、公知の化合物で得られた有機エレクトロルミネセントデバイス
と比べて、本発明の式（Ｉ）で表される化合物で得られた有機エレクトロルミネセントデ
バイスは、好ましい駆動電圧、輝度、電流効率、発光効率、外部量子効率、デバイス寿命
および青光光色純度を有する。
【００６１】
　本発明は、上記の実施例、方法および実例に限定されず、本発明の請求する範囲および
精神における全ての実施例および方法に基づくものである。
【産業上の利用可能性】
【００６２】
　上記のように、式（Ｉ）で表される化合物であるゲスト発光体を含む本発明の有機エレ
クトロルミネセントデバイスの発光層は、高い駆動電圧、輝度、電流効率、発光効率、外
部量子効率、デバイス寿命および青光光色純度の特性を実現できる。そのため、本発明の
有機エレクトロルミネセントデバイスは、極めて高い技術的価値を有し、フラットパネル
ディスプレー、携帯通信装置のディスプレー、その面発光体としての特性を利用した光源
、記号板に適用できる。
【符号の説明】
【００６３】
１００、２００　　　　有機エレクトロルミネセントデバイス
１１０、２１０　　　　基板
１２０、２２０　　　　陽極
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１３０、２３０　　　　正孔注入層
１４０、２４０　　　　第一正孔輸送層
１４５、２４５　　　　第二正孔輸送層
１５０、２５０　　　　発光層
１６０、２６０　　　　電子輸送層
１７０、２７０　　　　電子注入層
１８０、２８０　　　　陰極
２９０　　　　　　　　キャッピング層

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】
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